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1 学校安全の意義と目的



学校安全の意義

安全な社会を実現することは、全ての人々が生き
る上で最も基本的かつ不可欠なことである。
安全とは、心身や物品に危害をもたらす様々な危

険や災害が防止され、万が一、事件や事故、災害等
が発生した場合には、被害を最小限にするために適
切に対処された状態である。
人々が自他の安全を確保するためには、個人だけ

ではなく社会全体として安全意識を高め、全ての
人々が安全な社会を築いていくために必要な取組を
進めていかなければならない。

文部科学省「『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」（2019）より



第3次学校安全の推進に関する計画

令和4年3月25日閣議決定

計画期間：令和４年度から令和８年度
目指す姿
・全ての児童生徒等が、自ら適切に判断し、主体
的に行動できるよう、安全に関する資質・能力を
身に付けること
・学校管理下における児童生徒等の死亡事故の発
生件数について限りなくゼロとすること
・学校管理下における児童生徒等の負傷・疾病の
発生率について障害や重度の負傷を伴う事故を中
心に減少させること



学校安全の体系図



学校安全の領域

①「生活安全」：学校・家庭など日常生活で起こる
事件・事故を取り扱う。誘拐や傷害などの犯罪被害

防止も含まれる。

②「交通安全」：様々な交通場面における危険と安

全、事故防止が含まれる。

③「災害安全」：地震・津波災害、火山災害、風水

（雪）害等の自然災害に加え、火災や原子力災害も
含まれる。

学校を取り巻く危機事象は、時代や社会の変化に

伴って変わっていくものであり、従来想定されな
かった新たな危機事象の出現などに応じて、学校安

全の在り方を柔軟に見直していくことが必要である。



学校安全の法的根拠

学校保健安全法 平成21年4月施行

・学校の施設又は設備について、児童生徒等の安全
確保を図る上で支障となる事項に対する必要な措置
（校長の責務）
・児童生徒等の安全を脅かす事件、事故及び自然災
害に対応した総合的な学校安全計画の策定による学
校安全の充実
・各学校における危険等発生時対処要領（危機管理
マニュアル）の策定による的確な対応の確保
・警察等関係機関、地域のボランティア等との連携
による学校安全体制の強化



校内の協力体制・研修
家庭及び地域社会との連携

（学校保健安全法第３０条）

学校安全計画
（学校保健安全法第27条）



2 安全管理



安全点検



安全点検の種類と対象

文部科学省
「学校施設における事故防止の留意点について」(2009）



安全点検の種類と対象

文部科学省
「学校施設における事故防止の留意点について」(2009）





3 安全教育



安全に関する指導は，

体育科，家庭科及び特別活動の時間はもとよ

り，各教科，道徳科，外国語活動及び総合的

な学習の時間などにおいてもそれぞれの特質

に応じて適切に行うよう努めること。

小学校学習指導要領総則（2017）より



幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の
学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申） 平成28年12月



安全に関する資質・能力

（知識・技能）
様々な自然災害や事件・事故等の危険性、安全で安心な社会
づくりの意義を理解し、安全な生活を実現するために必要な
知識や技能を身に付けていること。

（思考力・判断力・表現力等）
自らの安全の状況を適切に評価するとともに、必要な情報を
収集し、安全な生活を実現するために何が必要かを考え、適
切に意思決定し、行動するために必要な力を身に付けている
こと。

（学びに向かう力・人間性等）
安全に関する様々な課題に関心を持ち、主体的に自他の安全
な生活を実現しようとしたり、安全で安心な社会づくりに貢
献しようとしたりする態度を身に付けていること。



発達段階を踏まえた安全教育

ルールや
約束

発 達

危険予測・
回避





生命（いのち）の安全教育



4 危機管理マニュアル



学校の危機管理マニュアルの作成

●事前の危機管理（事故等の発生を予防する観点か
ら、体制整備や点検、避難訓練について）
●個別の危機管理（事故等が発生した際に被害を最

小限に抑える観点から、様々な事故等への具体的な
対応について）
●事後の危機管理（緊急的な対応が一定程度終わ

り、復旧・復興する観点から、引渡しや心のケア、調
査、報告について）



危機管理マニュアルの見直し



危機管理マニュアルの評価・見直し

危機管理マニュアルの作成後
は、学校を取り巻く状況の変
化を踏まえ、関係省庁や自治
体の担当部局や研究者等の専
門家の協力を得ながら、学校
で実施した訓練等の検証結果、
国内外で発生した事故・災害
事例の教訓、先進的な取組事
例などを基に、常に実践的な
ものとなるよう改善を行う必
要がある。
「第3次学校安全の推進に関する計
画」より



5 学校事故対応



学校事故対応に関する指針（2016年）

趣旨
全国の学校現場において重大事
故・事件が発生しており、情報公
開や原因の調査に対する学校及び
学校の設置者の対応について、国
民の関心が高まっている。
このため、学校、学校の設置者、
地方公共団体が、それぞれの実情
に応じて、事故対応の在り方に係
る危機管理マニュアルの見直し・
充実、事故対応に当たっての体制
整備等、事故発生の防止及び事故
後の適切な対応に取り組むに当た
り参考となるものとして、本指針
を作成する。



調査の目的

・日頃の安全管理の在り方等，事故の原因と
考えられることを広く集めて検証し，今後の
事故防止に生かすため
・被害児童生徒等の保護者や児童生徒等及び
その保護者の事実に向き合いたいなどの希望
に応えるため
・調査は，民事・刑事上の責任追及やその他
の訴訟等への対応を直接の目的とするもので
はない



おわりに

文部科学省・学校安全ポータルサイト


